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第４章  施策推進の方向                   

Ⅰ  障がい福祉サービスの充実  

1 障がい福祉サービス事業  

 

（1）障がい福祉サービスの充実  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がいのある方が住み慣れた地域で自分らしく心豊かに暮らし続

けることができるよう、在宅福祉サービスや地域での日中活動の場

を充実し、障がいのある方の自立した生活を支援していくことが求

められています。  

障がい福祉サービス事業所等の就労の場は、働く場・生産活動の場

としての役割のみならず、障がい者の日中の居場所や多くの人との

ふれあいの場・困ったときの相談の場となるなど、多くの役割を担っ

ています。  

  市内には指定特定相談支援事業所及び障がい児相談支援事業所が

2 か所ずつありますが、指定一般相談支援事業所はありません。相談

支援事業所や障がい福祉サービス事業所と連携を図り、障がいの特

性や一人ひとりのニーズを把握した効率的・効果的なサービスの提

供を行う必要があります。  

 

 

《対応方向》  

適切な障がい福祉サービスの提供  

支援内容が多様化する中、障がいのある方が個々の状態に応じた

自立した日常生活又は社会生活を営むことができ、適切なサービス

が総合的かつ効率的に提供されるよう、相談支援事業所やサービス

提供事業所と連携を図り、障がいの特性に応じたサービスが提供で

きるように努めます。  

 障がいのある方やその家族が安心して地域の中での自立生活が

送られるよう、障がい福祉サービス、地域生活支援、保健・医療の

提供量の確保を図り、支援体制の充実を図ります。  

アンケート調査結果⑨⑬から・・・  

在宅生活者の 8 割が一人暮らし、家族との同居、グループホームと

いった在宅での生活継続を希望し、施設生活者の 2 割が在宅生活を希

望しています。  

家族や親戚、友人・知人、医療関係者に次いで施設の指導員やサー

ビス事業所の方への相談が多くなっています。  
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イ  障がいの重度化・重複化や障がいのある方の高齢化が進む中、障が

いのある方に適切なサービスが提供される必要があります。  

「身体障害者手帳」所持者も 65 歳以上の方が 75％を超えており、

高齢化が進んでいます。介助者の高齢化も進み、健康問題など家庭で

の介助力の低下が危惧されます。  

在宅の重度・重複障がい者（児）が、家族と地域で安心して暮らせ

るよう、ショートステイなどサービスの充実を図る必要があります。 

高齢化する介助者の負担軽減のためにも、サービスの充実を図る

必要があります。  

 

《対応方向》  

重度・重複障がい者（児）への対応  

重度・重複障がい者（児）の障がい重度化・重複化、高齢化に対応

した医療サービス・福祉サービスの提供を図ります。  

 

 

 

ウ  65 歳以上の障がいのある方への支援は、障がい福祉サービスに相

当するサービスが介護保険法にある場合、介護保険サービスの利用

が優先されることになっています。高齢障がい者が介護保険サービ

スを利用する場合、障がい福祉制度と介護保険制度の利用者負担上

限が異なるため、利用者負担金が新たに生じることや、これまで利用

していた障がい福祉サービス事業所とは別の介護保険事業所を利用

しなければならないという状況があります。  

障がいのある方の高齢化が進む中、介護保険で提供される介護サ

ービスと障がい者支援で提供される福祉サービスについて連携を図

り効果的なサービスを提供するための調整が必要です。  

 

 

 

 

 

アンケート調査結果④⑤⑭から・・・  

介助の中心となっている方の平均年齢は 62 歳で、2 割の方は「健

康状態がよくない」と回答しています。  

介助している家族でその中心となっているのは、配偶者が 39％、

父母・祖父母が約 26％と全体の 6 割以上を占めています。  

現在在宅生活を送っている障がい者の 1 割の方が今後 3 年以内に

ショートステイや日中一時支援を利用したいと考えています。  
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 《対応方向》  

介護保険制度との調整  

介護を必要とする高齢の障がいのある方等を支援するため、介護

保険制度における訪問介護、通所介護、短期入所などの各種サービス

へのスムーズな移行のための調整を図ります。  

65 歳に至るまで相当の長期間にわたり障がい福祉サービスを利

用していた高齢障がい者に対し、介護保険サービスの利用者負担が

軽減されるよう障がい福祉制度により利用者負担を軽減する仕組み

を設け、介護保険サービスの円滑な利用に努めます。  

 

 

エ  障がいのある方の雇用の促進については、ノーマライゼーション

の理念の浸透により改善がみられます。（※ノーマライゼーション：障が

いのある方も健常者と同様の生活ができるように支援するべきという考え方）  

  障がいのある方の雇用を促進するためには、職場の障がいへの理

解が欠かせない状況にあります。  

  平成２8 年度の県内雇用率は 2.47％と「障害者法定雇用率」の

2.0％を上回っていますが、宇部公共職業安定所（ハローワーク宇部）

管内（宇部市、山陽小野田市、美祢市）の雇用率は 1.96％にとどま

っています。  

そのため、障がいのある方の一般就労を促進するため、障がいのあ

る方に対し一般就労や雇用支援策に関する情報提供をする必要があ  

ります。  

また、就労移行支援等を利用し、一般就労に移行する障がい者が増

加している中で、就労に伴う環境変化に生活面の課題が生じること

が考えられます。  

市内の平成 29 年 4 月時点の障がい福祉サービスにおけるの就労

の場としては、就労移行支援事業所は 3 事業所、就労継続支援 B 型

事業所は 7 事業所あります。就労継続支援 A 型事業所は市内にはあ

りません。  

 

 

 

 

 

アンケート調査結果⑪⑫⑬から・・・  

障がいの方の主な収入は年金でした。  

また、在宅の方の雇用形態としては正社員以外が一番多い状況でし

た。  

障がいの方が働くために必要なことの中で最も多い回答は、「職場

での障がいへの理解」が最も多く、次いで「交通手段の確保」が多い

回答でした。  
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《対応方向》  

就労に向けた支援  

ハローワークとの連携を図りながら、障がい者の方に対して、各種

障がい者雇用支援制度等の周知に努めます。  

障がいのある方の就労のニーズに対応し、ハローワーク、「障害者

就業・生活支援センター」、相談支援事業所等と連携を図りながら、

障がいのある方の就労相談支援に努めます。  

また、就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がい者

の方で、就労に伴う環境変化に生活面の課題が生じている方に対し、

企業や自宅等を訪問し、生活リズム、家計や体調の管理などに必要な

連絡調整や指導・助言等の支援を実施します。  

 

 

オ  障がいのある方の一般就労への支援を進めていくとともに、福祉

の就労の場の安定的な確保と工賃の底上げを図る必要があります。  

市では、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進

に関する法律（障害者優先調達推進法）」に基づき、毎年度「障害者

就労施設等からの物品等の調達方針」を策定し、障がい者就労系事業

所等からの物品の購入や役務の発注の促進に努めています。  

 

《対応方向》  

「障害者優先調達推進法」の推進  

福祉施設における障がいのある方の仕事の確保に向け、「公共調達

における競争性及び公共性の確保に留意しながら受注機会の増大に

努めること」とされています。  

また、地方自治法施行令の改正により、福祉施設で制作された物品

の買い入れや役務の提供に対し随意契約を追加しており、官公需に

かかる受注機会の拡大や共同受注に取り組み、工賃の確保に努めま

す。  

 

 

カ  障がい福祉サービス事業所に対して研修会等を実施し、専門性の

向上や事業所間の情報交換などを促進する必要があります。  

 

《対応方向》  

自立支援協議会定例会の開催  

障がい福祉サービス事業者や相談支援事業所等の相互の情報交換

による意識啓発や資質の向上等を自立支援協議会定例会で行います。 

 

 

 

 



42 
 

 

（2）地域生活への移行支援  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  地域移行支援の障がい福祉サービスの利用の促進、及び入所施設

や精神科医療機関と連携して地域移行を促進しています。  

施設入所者や退院可能な精神障がい者等に対しては、希望する地

域で、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることがで

きるよう、入所施設や精神科病院から地域生活への移行を促進し、住

居の確保等地域での安定した生活の継続を支援する体制の充実を図

る必要があります。  

そのためには、福祉サービスの見学体験のための同行支援、地域に

おける生活に移行するための生活に関する相談等の支援や住宅でひ

とり暮らしをしている障がいのある方に対する夜間を含む緊急時に

おける連絡・相談等の支援を実施する必要があります。  

  障がいのある方の在宅生活の継続や、在宅生活の希望が叶えられ

る地域づくりを進める必要があります。  

 

 

《対応方向》  

①相談支援体制の充実強化  

障がいのある方が地域で安心して地域生活を継続できるように地

域定着支援を利用しながら、相談支援事業者を中心に関係機関と連

携して、相談支援体制の充実強化を図ります。  

 

②関係機関との連携  

相談支援の実施に当たっては、その内容が多岐にわたるため、関係

機関との連携を図ります。  

施設や病院からの退所者等が地域へ円滑に移行できるよう、医療

機関や障がい者支援施設等と連携を図り、地域移行の推進に取組み

ます。  

 

③地域生活支援体制の強化  

病院等から在宅への移行や在宅生活の継続など、精神障がい者の

社会参加に向けて健康福祉センター等、精神保健福祉に係るネット

ワークを構築し、地域生活の支援体制の強化を図ります。  

  また、自立訓練や地域移行支援、地域定着支援などの制度周知に努

めます。  

アンケート調査結果⑧⑩から・・・  

在宅生活の継続や開始のために必要な支援として、「経済的負担

の軽減」が最も多く、次いで「在宅医療ケア」「在宅サービス」「住

居の確保」などの基盤整備への回答が多くあります。  

また、「相談対応や生活訓練の充実」といった支援サービスも求め

られています。  
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イ  障がいのある方が地域で安心して生活していくためには、障がい

種別や程度に応じた住宅の改造やバリアフリーに応じた住宅の普及、

確保が必要です。  

 

《対応方向》  

日常生活用具や住宅改修費用の助成  

日常生活を営むのに著しく支障のある在宅の重度障がい者が段差

解消など住環境の改善を行う場合、日常生活用具の購入費や「手す

り」、「スロープ」などの住宅改修費を助成します。  

 

 

 

 

（3）サービス提供体制の確保  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  入所施設中心の福祉から地域福祉、在宅福祉へと施策の流れが変

わる中で、障がいのある方の高齢化や重度化に伴い、適切に対応でき

る在宅福祉サービスを提供していくことが求められています。  

  訪問系サービスは、障がいのある方が居住する地域で安心して生

活するための障がい福祉サービスであることから、介護給付サービ

ス提供基盤の整備が必要です。  

  現在市内には、8 か所の居宅介護事業所と 3 か所の同行援護事業

所があります。  

障がいの特性や一人ひとりの状況を把握した効率的・効果的なサ

ービスの提供や重度の障がいのある方に対するサービスの充実が必

要です。  

 

 

《対応方向》  

①相談支援体制の強化  

障がい者への相談支援体制を強化することにより、障がいのある

方自らが必要なサービスを選択し、自立した生活を送れるような

様々な支援の充実を図ります。  

 

②支援体制の整備  

利用者本位の考え方に立って、個々の障がい者の様々なニーズに

対応するサービスの量的・質的な充実に努め、障がいのある人が豊か

な地域生活を送れるような支援体制を整備します。  

障がい者が必要とするサービスを円滑に提供できるように体制を

確保します。  

  

  



44 
 

 

 

イ  行動援護は現在利用者がいない状況ではあるが、今後在宅への移

行に伴い増加することが考えられます。重度障がい者等包括支援や

自立訓練（機能訓練）は、サービス提供基盤がない状況です。  

また、医療的なケアを必要とする障がい者の受け入れ体制や、緊急

に入所が必要な障がい者への支援システムの構築、グループホーム

の体験利用など、障がいに応じた受け入れ体制や在宅に向けたサー

ビス提供基盤の整備が必要です。  

  地域移行後の居住の場として受け皿のひとつとなるグループホー

ムについては、現在市内に 2 か所のみであり、整備状況は充分とは

いえません。  

 

《対応方向》  

サービス提供体制の確保  

施設や病院からの地域移行を希望する人について、グループホー

ムの入居など地域への移行を支援します。  

  住み慣れた地域で、安心して生活できるよう、障がい福祉サービス

事業所に対して「障害者福祉施設整備費補助対象事業」での整備補助

制度を周知していきます。  

県や関係機関と連携し、施設や病院からの退所者等が円滑に地域

移行できるよう、医療的ケアが必要な重度障がいのある方の在宅生

活を支援するサービスの提供体制の確保に努めます。  

 

 

 

ウ  障がい児通所支援等における障がい児及びその家族に対する支援

について、障がい児の障がい種別や年齢別等の状況に応じて、身近な

場所で提供できるように体制を整備する必要があります。  

 

 

《対応方向》  

障がい児支援体制の整備  

児童発達支援センターの設置や重症心身障がい児に対する支援体

制の充実、また医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設

置など、地域における支援体制の整備の調整に努めます。  

 

 

 

 

状況調査から・・・  

平成 29 年度現在の医療的ケア児は 1 名で、医療的ケアの内容は在宅酸素

療法や訪問リハビリ等でした。  
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（4）介助者支援の充実  

 

【現状と課題及び対応方向】  

障がいのある方が住み慣れた地域で自分らしく生活できるように

するためには、在宅で介助している家族の負担を軽減していくこと

が求められています。  

 

 

《対応方向》  

介助負担軽減の支援の充実  

障がいのある方を介助している家族等の介助負担の軽減や就労支

援、不安の解消等を図るため、障がい者の日中活動の場の確保（地域

生活支援事業の日中一時支援）や短期入所などの支援に努めます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～障がい福祉サービス事業の主な事業内容～  

 ・訪問系サービス（居宅介護・重度訪問介護・同行援護など）  

・日中活動系サービス（生活介護・自立訓練（生活訓練）・就労移行

支援・就労継続支援（A 型・B 型）・短期入所など）  

・居住系サービス（共同生活援助・施設入所支援など）  

 ・障がい者（児）への相談支援事業  

 ・「障害者優先調達推進法」の推進事業  
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２障がい者（児）の地域生活支援事業  

 

（1）地域生活支援事業の充実  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がいのある方やその家族が抱えるさまざまな生活上の問題を解

決していくためには、身近な地域で、気軽に相談できる体制の整備が

必要です。  

市内では、平成 29 年 4 月時点で 2 か所の相談支援事業所があり、

指定特定相談支援事業及び障がい児相談支援事業を両事業所が実施

しています。  

広域では総合的な相談に応じる機関が 3 か所あり、24 時間体制で

相談に応じています。  

また、身近な相談窓口として、「身体障害者相談員」や「知的障害

者相談員」を委嘱しています。  

障がいの方が地域において自立した生活を送るにあたっての課題

について共有し、解決に向けて取組むことが必要です。  

 

《対応方法》  

①相談支援事業の充実  

障がいのある方やその家族が、それぞれの特性に対応した相談を

受けられるよう、引き続き相談支援事業の充実に努めます。  

  障害福祉課を「基幹型相談支援センター」として位置づけし、各相

談支援事業所との連携を図り、相談支援の中核的な役割を担います。 

  また、相談窓口の周知について啓発を行います。  

 

②自立支援協議会の充実  

障がいのある方への支援体制の整備を図るため自立支援協議会と

連携し、関係機関、関係団体及び障がい者等の福祉、医療、教育又は

雇用に関連する分野の関係者によるネットワークを強化していきま

す。  

また、定例会において個別相談の情報を共有することにより、地域

おける障がい者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、

具体的に協議していき、地域の実情に応じた支援体制の整備を進め

ます。  

定例会等からの課題に対し、専門部会を設置し、課題解決に向けて

協議を行います。  

 

③相談支援専門員の資質の向上  

障がいのある方が自立したに日常生活、社会生活を営む事が出来

るよう、障がい福祉サービスなどの利用計画の作成等、全般的な相談

支援を行う相談支援専門員の資質の向上を図るための研修等を実施

します。  
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④地域の相談員との連携  

  地域の身近な相談窓口としての障がい者相談員との連携のほか、

民生委員・児童委員との連携強化に努めます。  

 

 

イ  障がいのある方が、地域で共に生活することができるようにする

とともに、その社会参加の促進を進めるには、外出のための移動支

援、円滑なコミュニケーション手段の確保が不可欠です。  

障がいのある方の社会参加を促進するため、意思疎通支援事業や

移動支援、同行援護、自動車運転免許取得や改造のための費用助成を

実施していますが、障がいのある方が必要なサービスを受けられる

よう、今後も制度の普及啓発が必要です。  

また、さまざまな活動への積極的な参加を促進していくために、各

種催しを開催する際には、意思疎通支援者を配置するなど、障がい者

が参加しやすい環境を整える必要があります。  

障がいのある方の自立と社会参加の促進を図るため、障がいのあ

る方のニーズを的確に把握し、障がいの特性に応じた適切なサービ

スが提供できるよう、専門的知識を持った質の高い福祉人材を養成

することが課題となっています。  

 

 

《対応方法》  

①地域生活支援事業の充実  

  住み慣れた地域で安心して生活できるよう、地域生活支援事業の

各種サービスを継続して行っていきます。  

障がいや疾病などの理由により、日常生活に不安のあるひとり暮

らし等の障がいのある方や高齢者が安心して生活できるよう緊急事

態に備えた緊急通報システムの普及に努めます。  

 

②意思疎通支援事業の充実  

意思疎通を図るために支援が必要な聴覚・言語障がいのある方等

に、手話通訳又は要約筆記等の方法により意思疎通支援者の派遣を

行い、健聴者との円滑な意思疎通を図ります。  

コミュニケーション支援体制の充実を図るため、手話奉仕員を養

成します。  

また、手話奉仕員から手話通訳者、手話通訳士と手話通訳のレベル

アップを図り、障がい者の意思疎通支援の円滑な実施が図られるよ

う、県との連携を図ります。  

  聴覚障がい、視覚障がいの方など、意思疎通が困難な方に必要な日

常生活用具の給付事業の周知に努めます。  
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③外出支援事業の実施  

  屋外での移動が困難な障がいのある方等に、社会生活上必要な外

出及び余暇活動等社会参加のための外出支援を行います。  

  また、移動に著しい困難を有する視覚障がいのある方の外出の際、

同行し、代筆・代読を含む必要な外出支援を行います。  

  「身体障害者手帳」及び療育手帳を持っている方が自動車運転免許

の取得をする場合や重度の肢体不自由障がい者が自動車の改造をす

る場合に、費用の一部を助成し、社会参加の促進に努めます。  

 

④自発的活動支援事業の実施  

  障がいのある方が自立した日常生活及び社会生活を営むことがで

きるよう、障がいのある方やその家族、地域の方による交流活動や災

害対策活動、見守り活動等に対して支援します。  

 

 

 

 

ウ  賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がい

ない等の理由により入居が困難な障がいのある方に対し、相談・助言

を行う必要があります。  

 

 

《対応方法》  

住居の確保  

賃貸契約による一般住宅への入居が困難な方に対して、入居に必

要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を行い

ます。  

市営住宅入居については、障がいのある方等について、一定の条件

により、優先枠住居がある場合に優遇措置を受けることができるこ

とを周知します。  
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（2）地域生活支援拠点の整備  

 

【現状と課題及び対応方向】  

入院中の精神障がい者の地域生活への移行については、地域生活

支援拠点として、居住支援機能と地域支援機能の一体的な整備が必

要です。  

 

 

《対応方向》  

地域生活支援拠点の整備  

障がいのある方の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支

援のための機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、

専門性、地域の体制づくり）を整備し、障がいのある方の生活を地域

全体で支えるサービス提供体制の構築に努めます。  

地域生活支援拠点として 24 時間体制での相談支援事業を実施し、

緊急時の受け入れ・対応を含めた専門的な相談体制の構築に努めま

す。  

 

 

 

 

 

 

（3）日中活動の場の充実  

 

【現状と課題及び対応方向】  

障がいのある方が住み慣れた地域で自分らしく生活するために、

日中活動の場を充実していく必要があります。  

 

 

《対応方向》  

日中活動の場の利用促進  

障がいのある方が自立した生活を送ることができるよう日中活動

の場として、一般就労への移行に向けての就労移行支援や就労継続

支援の事業の利用促進を図ります。  

また、既存の生涯学習等も視野に入れたインフォーマルなサービ

スを含めて余暇活動の充実に努めます。  
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（4）防災、防犯支援体制の確保  

 

【現状と課題及び対応方向】  

 障がいのある方は災害時にはその行動に多くの困難が伴い、厳し

い環境下に置かれることが懸念されます。平常時から障がいのある

方に配慮した防災体制を構築し、安全体制を確保していく必要があ

ります。  

避難する際の移動や避難所での生活など、障がいのある方は災害

時の行動に多くの困難が伴い、厳しい環境下に置かれることが懸念

されることから、防災・防犯対策は障がいのある方に配慮したもので

なければなりません。  

 

 

《対応方向》  

①災害時支援体制の構築  

災害発生時に障がいのある在宅者の避難誘導を迅速に行うために

は、本人や家族以外に近隣住民の協力体制が不可欠となることから、

災害情報の伝達や避難誘導、見守り活動等の支援体制づくりを、地域

の自主防災組織や民生委員、社会福祉協議会等と連携を図りながら

進めます。  

  また、避難行動要支援者リストを作成し、災害時における安否確認

等に活用します。  

 

②避難所等の整備  

障がいの種類や程度は様々であり、また、環境の変化により心身の

状態が大きく変わるため、避難所において障がいのある人などに配

慮した生活・支援が可能となるよう、障がいの特性を踏まえた避難所

の整備や緊急受入先の確保を障がい者支援施設と連携を図りながら

進めます。  

 

 

アンケート調査結果⑲⑳㉑㉒㉓から・・・  

地区の避難所を「知っている」方は 65％、「知らない」方は 35％

でした。  

災害時の不安で最も多い内容は、「避難先での生活」で、次いで「避

難する際の移動」でした。  

  避難所で具体的に困る内容としては、「トイレ」が一番多く、次い

で「薬や医療」、「プライバシーの保護」の順でした。  

  実際に避難時の準備をしている方は約 23％でした。準備してい

る方の中での準備内容としては、「食料や水などの防災用品の用意」

が一番多く、次いで「必要な医薬品などを安全な場所に保管し、す

ぐに持ち出せるようにしている」、「服用している医薬品などが周り

の方に分かるように、メモなどを常備している」の順でした。  
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 ③防災体制の充実・強化  

要援護者の生命、身体及び財産を守るため作成された「災害時要援

護者支援マニュアル」に則り、地域の実情にあった自主防災組織の育

成・強化を図り、防災体制の充実・強化に努めます。  

 

④避難所の確保及び提供体制の整備  

災害発生時、避難の必要な障がいのある方についての福祉避難所

を確保し、障がい者やその家族が不自由なく避難場所で生活するた

めの環境整備に努めます。  

また、大震災など市内施設だけでは対応できない場合を想定し、宇

部市、美祢市を含めた圏域での避難場所の協力体制の確立に努めま

す。  

 

⑤防犯体制の整備  

  各障がい福祉サービス事業所で定期的な防犯訓練を実施すること

により、防犯体制の機能強化を図ります。  

 

 ⑥災害情報等の伝達の周知  

  障がいのある方への災害情報等の伝達を効果的に行うため、防災

ラジオや携帯電話などでの情報伝達の周知や普及を図ります。  

 

 ⑦ FAX119 番・メール 119 番の普及  

  言語障がいや聴覚障がいの方に火災や救急等が発生した場合に

119 番通報できるように普及に努めます。  

 

 ⑧メール 110 番の普及  

  言語障がい又は聴覚障がいの方の身近に危難等が及んだ場合、外

出先から携帯電話によるメール 110 番を受信し、保護等の迅速な警

察活動を展開するため、普及に努めます。  

 

 

 

 

～障がい者（児）の地域生活支援事業の主な事業内容～  

 ・地域生活支援拠点の整備事業  

 ・意思疎通支援事業（手話通訳者・要約筆記者派遣事業・手話通訳者

設置事業）  

 ・移動支援事業  

 ・日常生活用具給付事業  

 ・日中一時支援事業  
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３障がい者（児）の保健・医療の充実事業  

 

（1）早期の気づき・早期療育の推進  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がいの早期の気づき、早期治療、療育を行うため、医療機関と密

接な連携により、妊婦の健康診査、訪問指導、乳幼児の健康診査及び

育児相談を行っています。  

早期療育を推進するため、保健・医療・福祉・教育の関係機関が連

携し、相談、治療、療育など一貫した体制の中で対応する必要があり

ます。  

今後は、連携の強化と療育システムの充実が求められています。  

さらに、乳幼児の疾病や事故防止について、保健指導を充実してい

くことが必要です。  

 

 

《対応方向》  

①関係機関の連携  

  乳幼児の身体面や精神面での発達の遅れや障がいにできるだけ早

く気づき、少しでも早い時期に治療、訓練、療育などを行い、その子

どもの発達を支えていくため、保健・医療・福祉・教育などの関係機

関がお互いに連携を図り、保護者と協力して、早期療育に努めます。  

 

②知識の普及啓発  

相談窓口の充実や診査機関との連携に努めるとともに、周囲の理

解を得るために、保護者をはじめ、幼児に接することの多い関係機関

に対し、早期の気づきに結びつくような知識の普及を行い、本人及び

保護者が早期に専門的な支援が受けられるように努めます。  

 

③早期の気づき  

乳児健康診査、1 歳 6 か月児及び 3 歳児健康診査、育児相談、ス

マイル相談、家庭訪問等により、疾病や障がいの早期の気づきに努め

ます。  

年中児の相談事業により、保護者や幼稚園教諭、保育園の保育士の

「気づき」から子どもの発達特性を理解し、適切な環境による発達支

援を促します。  

 

 

 

イ  発達障がいのある方は、障がい自体が周囲から気づかれにくく、

集団に入って初めてその特徴が明らかになることが多いため、適

切な対応が遅れ、障がい者支援の対象となっていない方もいます。 

幼児健診など早期診断が多い一方で、小中学校や就職後での指摘

といったケースもあり、早期の気づきとその後の適切な支援体制の
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確立が必要です。  

また、障がいのある幼児を地域の保育園や幼稚園でも受け入れる

体制が次第に広がってきましたが、更なる保育や就園機会の確保を

図っていく必要があります。  

障がい児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所に

よる支援が成長にとって望ましいと考えられるため、通所支援の充

実が図られてきましたが、重度の障がい等のために外出が著しく困

難な障がい児に発達支援を受ける機会が提供されていない現状が

あります。  

 

 

《対応方向》  

支援体制の充実  

  「障害福祉課」を基幹型相談支援センターとして、庁内及び各事業

所と支援のネットワークづくりに取り組み、発達障がい者（児）の支

援体制の充実を図ります。  

発達の遅れや障がいなどが発見された場合については、「げんきっ

こクラブ（療育及び相談会）」の利用や、乳幼児発達クリニックや療

育相談会等を効果的に活用します。  

また、年中児を対象に心理・就学相談等を実施し、早期の気づき、

支援に努め、「障害児通所支援」の早期療育につなげるとともに、円

滑な就学につないでいきます。  

「障害児通所支援」では一人ひとりの状況を勘案した個別支援計画

のもと、児童発達支援センターや児童発達支援事業所などが適切な

サービスの提供に努めます。通所施設との連携を図りながらフォロ

ー体制の充実を図るとともに障がい児を抱える保護者の交流、相談

の場を確保し不安解消に努めていきます。  

保育園等においては、障がい児が集団生活へ適応するために必要

とする専門的な支援等を行います。  

また、重度の障がい等の状態にある障がい児で、障がい児通所支援

を利用するために外出することが著しく困難な障がい児に発達支援

が提供できるよう、障がい児の居宅を訪問して発達支援を行います。 

 

 

ウ  学習環境の整備については、小・中学校で教育を受けることがで

きる障がいのある児童生徒については、学校施設の改善などの課

アンケート調査結果⑥から・・・  

発達障がいが分かったきっかけは、「幼児健診」が一番多く、次い

で「病院での診察」「家族や身内の人が気づいた」の順になっていま

す。  
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題があります。環境の整備に努めることが必要です。  

 

 

《対応方向》  

学校における施設整備の推進  

障がいのある児童生徒が、小・中学校で安全で快適な学校生活を送

れるよう障がい者への合理的配慮に留意し、必要に応じ出入口のス

ロープやトイレの改修等学校施設のバリアフリー化を進めるととも

に、学校施設の新築時等においては、「バリアフリー新法」や「山口

県福祉のまちづくり条例」等に基づく障がい児の在籍状況を踏まえ

た学校施設整備に取り組みます。  

 

 

 

エ  高齢化に伴い、脳血管疾患後遺症や整形外科系疾患、また糖尿病

による腎臓機能疾患などで「身体障害者手帳」を取得される方が増

加しています。  

   また、認知症により精神保健福祉手帳を取得される方もいます。 

成人、高齢者においては障がいの発生に関与する生活習慣病予防と

介護予防対策への取り組みが必要です。  

 

 

《対応方向》  

①保健事業の充実  

障がいの原因となる生活習慣病の予防や早期発見のための健康診

査を実施するとともに、予防に向けた知識の普及や啓発を図るため

の健康相談、健康教育の充実を図ります。  

  各種健康診査の受診勧奨及び健診の結果として指導が必要な人へ

保健指導を充実させます。  

脳血管疾患、糖尿病等の生活習慣病の予防のため、健康づくりを積

極的に展開し、市民の健康を支援する社会環境づくりや地域活動の

強化に努めます。  

 

②介護予防事業の推進  

高齢者については、地域包括支援センターを中心に関係機関と連

携し転倒、骨折予防、閉じこもりの防止及び認知症予防を重点に介護

予防に努めます。  

 

 

アンケート調査結果㉗から・・・  

今後充実を望む福祉施策では、バリアフリー化を望まれている方が

100 人います。  
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（２）自立支援医療（更生医療・育成医療・精神障害者通院医療）の  

給付  

 

【現状と課題及び対応方向】  

障がいの原因となっている疾患を軽減又は改善をするために継続

した治療を行う必要があります。  

障がいのある方が安心して治療を受けられる受診体制の整備が求

められています。  

 

 

《対応方向》  

自立支援医療（更生医療・育成医療・精神障害者通院医療）の給付  

障がいのある方に対する医療費負担の軽減と自立更生を図るため、

人工透析を要する慢性腎不全、精神疾患等、継続的な医療が必要な障

がいのある方に、医療負担を補助する制度として自立支援医療（更生

医療・育成医療・精神障害者通院医療）の活用を継続して推進してい

きます。  

 

 

（３）その他の保健・医療の充実  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  近年、障がいの重度化・重複化や障がいのある方の高齢化が進む一

方、疾病、事故等に伴う新たな障がいのある方も年々増加するなど、

状況に応じた適切なサービスが提供される必要があります。  

  高次脳機能障がいは、身体機能の明らかな障がいがないこともあ

り、「捉えにくい障がい」として理解されないこともあります。支援

を必要としている人が、必要なサービスを利用できるよう、特性に応

じた対応をしていく必要があります。  

 

《対応方向》  

高次脳機能障がいの支援  

脳血管疾患や脳外傷により発生する高次脳機能障がいについて、

山口県立こころの医療センター内の「高次脳機能障害支援センター」

とも連携して相談支援に努めるとともに、障がいに対する理解の促

進に努めます。  

  また、高次脳機能障がい支援センターや「障害者就業・生活支援セ

ンター」等と連携し、地域住民や企業に対する普及啓発活動を実施し、

高次脳機能障がいについての理解の促進を図ります。  

 

 

 

イ  難病患者に対して、早期から適切な受診ができるようにした上で、

患者の状況によっては在宅医療の提供が求められています。  
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  平成 25 年度から「障害者総合支援法」に難病等が加わり、障がい

福祉サービスや相談支援の対象となり、利用できるサービスが広が

りました。それにより、患者や家族の生活の向上が図られていますが、

重症難病患者の状況に応じた対応をする必要があります。  

 

 

《対応方向》  

難病対策の推進  

難病患者を地域で支援し、難病患者及び家族の悩み、不安等の解消

を図るため、健康福祉センターの相談窓口にて様々なニーズに応じ

たきめ細やかな支援が行われるよう連携を図ります。  

 

 

 

ウ  「心の健康」をはじめとする精神の健康の維持・向上を図るために、

精神障がい者の人権に配慮した適切な医療とともに、精神障がい者

の社会復帰を促進することが重要です。  

  ひきこもりや職場のストレスなどの心の健康や精神障がいに関す

る問題が増加しており、精神保健福祉センターをはじめ、専門機関と

の連携が必要です。  

 

 

《対応方向》  

精神保健対策の推進  

「心の健康」に関する知識の普及・啓発を図り、相談体制の充実に

取り組むとともに、関係機関等の連携を図ります。  

精神通院医療の活用を図り、精神科デイケアや訪問看護を含め通

院医療の充実を促進します。  

かかりつけの医療機関や地域の関係機関との連携を図ります。  

 

 

 

 

 

 

～障がい者（児）の保健・医療の充実事業の主な事業内容～  

 ・自立支援医療（更生・育成・精神通院）の給付  

 ・乳幼児健診  

 ・健康相談、健康診断  

 ・介護予防事業等健康教育  
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Ⅱ  障がい者が安心して暮らせる地域づくり  

４障がい者（児）の社会参加促進事業  

 

（1）社会参加促進事業  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がいの方の社会参加のためには、外出のための移動手段の確保

が不可欠です。  

  市では一定の障がいをお持ちの方に、タクシー料金の一部助成を

行っています。  

また、障がい者やその家族が生きがいをもって暮らせるよう、自ら

が関心のある活動に積極的に参加できる社会参加の促進が課題とな

っています。  

施設整備としては、市民館、市役所、図書館等に車椅子対応トイレ

やオストメイト対応トイレを設置しています。  

 

 

《対応方向》  

社会参加の促進  

身体障がい者等が利用するタクシーの料金を一部助成することに

より、日常生活の利便と社会活動の範囲の拡大を図ります。  

  また、各種イベントを開催することにより、社会参加を促します。  

多機能トイレの整備や障がい者用駐車スペースの確保など、障が

い者が利用しやすいよう施設整備を推進します。  

 

 

 

イ  歩行や車の乗降が困難な障がいのある方や高齢者が、公共施設や

店舗等を訪れた際に必要な駐車スペースを確保できるように「やま

ぐち障害者等専用駐車場利用証制度」を実施していますが、専用駐車

場の確保が出来ていない施設があります。  

  また、市民への制度理解を深めるため、今後も普及啓発が必要で

 障がいのある方の地域での自立生活を支援するため、障がいのあ

る方へのコミュニケーション手段の確保、外出支援、バリアフリー

化の推進など、社会参加しやすい環境づくりに取り組みます。  

アンケート調査結果⑭から・・・  

現在在宅生活を行っている障がいの方の約 1 割が移動支援を、約 2

割の方が福祉タクシーを今後 3 年以内に新たに利用したいと考えてい

ます。  
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す。  

 

 

《対応方向》  

「やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度」の普及啓発  

公共施設や店舗などに設置されている障がい者用駐車場を適正に

利用してもらえるよう、県が実施する「やまぐち障害者等専用駐車場

利用証制度」の普及啓発を図ります。  

 

 

 

ウ  身体障がい者補助犬に関する相談窓口の周知や補助犬同伴に係る

意識啓発を図る必要があります。  

 

 

《対応方向》  

身体障がい者補助犬制度の周知  

身体障がい者補助犬に関する制度の周知に努め、病院等の民間施

設や民間企業等への補助犬同伴についての意識啓発に取り組みます。 

補助犬を使用する障がいのある方が自立した日常生活や社会参加が

営むことができる社会づくりを進めます。  

 

 

 

 

（2）障がい者団体支援  

 

【現状と課題及び対応方向】  

障がい者団体（「山陽小野田市障害者協議会」、山陽小野田市肢体不

自由児（者）父母の会、山陽小野田市手をつなぐ育成会）へ障がい者

の社会参加を支援するため補助金を交付しています。  

  家族同士の悩みの共有や病気の理解の促進のため、精神保健家族

会への団体支援も必要となります。  

 

 

《対応方向》  

障がい者団体への支援  

  障がい者団体への補助金の交付を行い、社会参加への支援に努め

ます。  
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（3）障がい者スポーツ、文化芸術の振興  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がいの有無にかかわらず、誰もが日常的にスポーツやレクリエ

ーションを親しむ環境づくりが求められています。  

  障がいのある方が障害に応じたスポーツ活動へ参加することは、

健康の維持・増進や自立と社会参加の促進に大きな役割を持ってい

ます。  

 

 

《対応方向》  

スポーツによるまちづくりの推進  

障がい者スポーツへの理解と関心を深め、トップレベルのスポー

ツを身近に感じることによるスポーツ機運の醸成、障がいのある人

の新たなスポーツへの挑戦など、スポーツによるまちづくりに取り

組みます。  

 

 

 

イ  市ではふれあい運動会を開催し、障がいのある方への理解や一般

市民との親睦を深めてきました。年々、参加者が増加しており、今後

も充実に向けて取組んでいきます。  

 

 

《対応方向》  

ふれあい運動会の実施  

ふれあい運動会は、障がいのある方同士の親睦と地域住民が障が

いのある方に対する理解を推進するとともに、障がいのある方の体

力の維持、増強を図り、社会参加する意欲を喚起する目的で、毎年社

会福祉協議会と連携して実施していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査結果㉔㉕㉖から・・・  

1 か月以内にスポーツを行った方は 58 人、今後参加したい、参

加し続けたいと回答した方は 99 人います。  

また、障がいのある方のスポーツを推進するために必要なことと

しては、「移動手段の確保」が一番多く、次いで「指導者の確保」、

「場所の確保」の順となっています。  
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ウ  キラリンピック（山口県障害者スポーツ大会）や全国障害者スポー

ツ大会への出場は、スポーツをしている障がい者にとって、励みであ

り目標です。  

障がい者のスポーツ・レクリエーション等が多様化する中、障がい

の状況に合わせた参加しやすいプログラムや参加のきっかけづくり、

各活動についての情報提供や活動を支える指導者・ボランティアの

人材育成など、推進基盤の充実を図る必要があります。  

 

 

《対応方向》  

スポーツ大会への参加の促進  

山口県及び山口県障害者スポーツ協会が主催するキラリンピック

（山口県障害者スポーツ大会）や全国障害者スポーツ大会派遣選手

選考会への出場を支援し、スポーツ大会への参加を促進します。  

 

 

エ  多くの人たちと交流やふれあい等を通じて自己実現を図り、健康

でいきいきとした生活が送れるよう、スポーツ・レクリエーションの

場の提供など、参加機会の拡充を進める必要があります。  

 

 

《対応方向》  

スポーツの機会の拡大  

障がいのある方も生涯を通じてスポーツを楽しむ機会を図ってい

きます。  

障がい者スポーツ大会の開催情報などについて、障がい者関係団

体や通所系障がい福祉サービス事業所などへの周知に努めます。  

各種障がい者スポーツへの参加促進のため、同行援護や移動支援

サービスの提供確保に努めます。  

また、スポーツの場の提供に努めます。  

 

 

オ  障がいのある方を含めた市民誰もが、優れた文化・芸術にふれあう

機会や気軽に参加できる機会が求められています。  

 

 

 

アンケート調査結果  ㉔㉕㉖から・・・  

1 か月以内に文化・芸術活動をおこなった方は 45 人、今後参加

したい、参加し続けたいと回答された方は 83 人います。  

  また、障がいのある方の文化・芸術活動を推進するために必要な

こととしては、「移動手段の確保」が一番多く、次いで「場所の確保」、

「指導者の確保」の順となっています。  
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 《対応方向》  

文化活動への参加の支援  

県障がい者芸術文化祭への参加を周知し、創作活動等発表の場を

設け、創作意欲を高めます。  

障がい者の文化活動を振興するため、講座開催や作品出展の情報

提供に努め、活動機会や発表の場の充実を図ります。  

障がい者が健常者とともに、文化に親しむ機会が増えるよう、障が

い者の自主的な文化活動への参加を支援します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

～障がい者（児）の社会参加促進事業の主な事業内容～  

 ・ふれあい運動会の開催  

 ・タクシー料金一部助成事業  

・「やまぐち障害者等専用駐車場利用証制度」の普及啓発事業  
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５バリアフリー推進事業  

 

（1）権利擁護の推進  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がい特性により判断能力が十分ではないため、各種制度やサー

ビスの利用契約が困難であったり、身の回りのことや金銭管理がで

きないなど、さまざまな問題を抱えている方が見受けられます。  

日常生活上の判断が十分にできない方々に、地域で安心して生活

できるよう、市社会福祉協議会が地域福祉権利擁護事業（日常生活自

立支援事業）を実施しています。市社会福祉協議会と連携を図りなが

ら、福祉サービスの利用援助、金銭管理、書類の預かりサービスなど

を実施していますが、今後も推進していく必要があります。  

 

 

《対応方向》  

地域福祉権利擁護事業の実施  

知的障がい者、精神障がい者等に、福祉サービスの利用支援や日常

的金銭管理等を実施するための地域福祉権利擁護事業（日常生活自

立支援事業）について、市社会福祉協議会と連携を図りながら事業を

継続していきます。  

 

 

 

イ  成年後見制度は、利用が必要と思われる方があっても、申し立てを

行う時の手続きや金銭面での負担が重いなど、制度の利用が困難な

場合があります。  

 障がい者やその家族の高齢化に伴い、成年後見制度を必要とする

ケースが増えてくると思われるが、認知度は低く、障がいの方の権利

擁護の関する制度の普及、啓発を図っていく必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査結果⑱から・・・  

成年 後見 制度 に つい て名 前も 内 容も 知っ てい る 方は 、全 体の

25％、名前は聞いたことがあるが、内容を知らない方は 31％、名

前も内容も知らない方は 44％でした。  
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《対応方向》  

権利擁護に関する制度の普及啓発  

障がい者の親亡き後を見据え、地域福祉権利擁護事業（日常生活自

立支援事業）や成年後見制度などの障がい者の権利擁護に関する制

度の普及、啓発を図ります。  

また、成年後見制度により支援を必要とする障がい者のうち、制度

利用に必要な経費の負担が困難な方にその費用の一部を助成します。 

成年後見制度の申立人がいない場合は、市長が代わって申立人に

なり、制度の利用を図ります。  

 

 

ウ  虐待は、身体的、心理的、性的、経済的なものや、介護・世話の放

棄など多岐にわたっています。平成 24 年には「山陽小野田市障がい

者虐待防止センター」が障害福祉課に設置されましたが、相談件数は

少なく、問題が表面化しにくい状況にあることが懸念されます。  

 

 

《対応方向》  

①虐待に対する専門機関との連携  

虐待に対する取組みについては、「身体障害者更生相談所」、「知的

障害者更生相談所」、児童相談所、健康福祉センター、精神保健福祉

センター、警察署、相談支援事業所などの専門機関と連携し、障がい

者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生した場合迅速かつ適切

な対応、再発防止等に取り組みます。  

 

②自立支援協議会権利擁護部会の開催  

  自立支援協議会の専門部会である権利擁護部会で、虐待予防に関

する取り組みの検討を行っており、事業所等に対する研修を企画、開

催しています。  

 

 

エ  障がいを有する有権者にとって、その障がいの状況、程度等により

選挙に関する情報の取得や投票所での投票に支障が生じる場合があ

るため、障がいのない人に比べてより一層配慮する必要があります。 

 

《対応方向》  

選挙における環境の整備  

選挙においては、点字及び音声による選挙情報の提供に努めると

ともに、スロープ・車いす等の設備、点字器・虫眼鏡等の備品の整備

等、障がいを有する有権者が円滑に投票できる環境を整えます。  
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（2）障がいや障がいのある方への理解の促進  

 

【現状及び課題及び対応方向】  

ア  すべての国民が障がいの有無によって分け隔てられることなく人

格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、平成 25 年

6 月「障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差

別解消法）」が制定され、平成 28 年 4 月から施行されています。  

障がい者が市民の一員として安心して生活するためには、障がい

者自身が自立を図る一方で、すべての市民が障がい者に対し、必要に

応じて自然に手を差し伸べるようなまちになることが必要です。          

  障がいの方の地域移行の実現のためにも、市民一人ひとりの障が

いと障がいの方に対する理解が必要です。  

 

 

 

《対応方向》  

①障がい者差別解消相談窓口の設置  

障がい者差別解消相談窓口を障害福祉課に設置し、相談に応じま

す。  

また、「障がい者差別解消支援地域協議会を」設置し、障がい者差

別に関する相談等について情報を共有し、障がい者差別を解消する

ための取り組みを効果的かつ円滑に行います。  

 

②合理的配慮の提供  

  市主催の講演会等では聴覚障がいの方への意思疎通に関する合理

的配慮の提供として、意思疎通支援者を派遣します。  

  また、市広報や障がい福祉のしおり等市からの情報を点訳及び音

訳で作成し、視覚障がいの方への合理的配慮に努めます。  

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査結果⑯⑰から・・・  

障がいがあることで差別を受けたり、嫌な思いをしたことが「あ

る」方は 15％、「少しある」方は 13％、合わせて約 3 割でした。  

差別や嫌な思いをした場所としては、学校・仕事場が一番多く、

次いで、地域、民間サービス（お店、レストランなど）の順でした。 

その内容としては、「いじめ」や「無視」、「ばかにされた」、「内臓

の障がいなので、障がいと理解してもらえない」「平等に扱ってもら

えない」などがありました。  
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イ  精神障がい者に対する社会的偏見は依然として根強く、そのよう

な偏見を除去するために精神疾患に関する正しい知識の普及や理解

を進める必要があります。  

 

 

《対応方向》  

障がいや障がいのある方への理解の推進  

「障害者週間（12 月 3 日～12 月 9 日）」、「精神保健福祉普及週

間（10 月下旬～11 月上旬の 1 週間）」を中心にした広報等の実施

や精神保健福祉講座の開催などにより、障がいや障がいのある方に

対する市民の正しい理解と認識の普及を図ります。「障害者週間」に

おいては障がいのある方による作品展等を実施します。  

また、山口県が取組んでいる「あいサポート運動」を推進します。  

 

 

 

ウ  障がいのある方に対する理解を促進しようとする活動として、学

校や地域等さまざまな場において、障がいのある方との交流の機会

を増やすなど、今後も交流活動の充実を図っていく必要があります。

特に、「こころの壁」を取り除くためには、幼児期から障がいのある

方と日々の生活のなかで自然なふれあいが大切です。  

 

 

《対応方向》  

交流教育の充実  

障がいや障がいのある方についての理解を深めるため、児童生徒

に対する福祉教育を推進するとともに、お互いの立場や心情を思い

やり、相互に協力し合う精神や態度を養うため、保育園・幼稚園、小・

中学校などにおいて、ふれあう機会を設けるなど交流教育の充実を

図ります。  

また、地域社会の方々の障がいや障がいのある方についての正し

い理解と知識を深めるため、障がいの模擬体験の場や障がいのある

方と接する内容を含めた社会教育、生涯教育の充実を図ります。  

「ヒューマンフェスタ～人権を考える集い～」や「人権講座」にお

いて、人権課題の一つとして障がいのある方の人権を取り上げ、広く

市民の意識啓発を図ります。  
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（3）ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりの推進  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  障がいのある方や高齢者をはじめ、すべての人が容易に安心して

行動できる「福祉のまちづくり」を推進していますが、ユニバーサル

デザインの考え方に基づいた福祉のまちづくりをさらに進める必要

があります。  

 

 

《対応方向》  

ユニバーサルデザインの普及・啓発  

誰もが使いやすい施設や設備などをつくろうというユニバーサル

デザインの考え方の普及・啓発を図ります。  

 

 

 

 

イ  公共的施設の整備については、「高齢者、障害者の移動等の円滑化

に関する法律（バリアフリー新法）」や「山口県福祉のまちづくり条

例」に基づいて整備が進められ、社会環境の変化等により、新たなニ

ーズが生じており、生活環境の整備を一層促進する必要があります。 

 

 

《対応方向》  

バリアフリー新法や山口県福祉のまちづくり条例に基づいた施設整

備の推進  

「高齢者、障害者の移動等の円滑化に関する法律（バリアフリー新

法）」や「山口県福祉のまちづくり条例」等の基づいた施設整備を推

進します。  

公共施設の建築、改築等に当たっては、エレベーター、スロープ、

障がい者用トイレの設置などのバリアフリー化を推進します。  
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（4）地域共生社会を目指したまちづくりの推進  

 

【現状と課題及び対応方向】  

ア  共生社会の実現を目指す上で、障がいの方が、可能な限りどこで誰

と生活するかについての選択の機会を有し、自らの望む地域社会で

暮らせることへの支援が重要です。  

障がいのある方が豊かな在宅生活を営むためには、公的な福祉サ

ービスの充実とともに、地域の住民相互の助け合いによる地域福祉

の推進が必要です。  

市社会福祉協議会では困ったときにお互いに助け合える組織づく

りを進める「福祉の輪づくり運動」が展開され、民生委員・児童委員

や福祉員、自治会長による三者交流会が開催されるなど、身近な地域

福祉の充実が図られていますが、これを引き続き進める必要があり

ます。  

 

 

《対応方向》  

障がいに対する地域の理解の推進  

市民誰もが、障がいのある方の現状を理解する機会をつくり、制度

やサービスを周知し、情報を地域の中で活用して、支援が得やすくな

るように努めます。  

「福祉の輪づくり運動」や三者交流会を引き続き推進するととも

に、地域福祉の牽引役として、福祉を取り巻く環境の変化に対応しな

がらその活動の一層の振興を図ります。  

 

 

 

イ  市社会福祉協議会が運営するボランティアセンターを中心として、

ボランティアの養成研修、登録あっせん、ボランティア活動の普及啓

発、相談等を総合的に実施するとともに、ボランティア意識の醸成を

図っていく必要があります。  

障がいのある方が地域生活をしていく上では、保健・医療・福祉サ

ービスの担い手や、障がいのある方を支えるボランティアの養成及

び活動の充実が求められています。  

 

  

《対応方向》  

ボランティアの支援及び人材の確保  

ボランティア活動の拠点となるボランティアセンターの整備、充

実を促進するとともに、ボランティアの養成研修を実施し、ボランテ

ィア活動に意欲のある方の支援を行います。  

  また、障がい福祉サービスの充実に伴い、福祉人材確保や資質の向

上に努めます。  
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ウ  障がいのある方は、災害時にはその行動に多くの困難が伴い、避難

生活では厳しい環境下におかれるなど、特に支援が必要なことから、

防災意識の高揚を図るとともに、災害発生時における避難体制の周

知や近隣住民の支援体制を整備することが重要です。  

 

 

《対応方向》  

福祉コミュニティの構築  

市社会福祉協議会との連携により、地区社会福祉協議会による見

守りネットワークを充実させ、非常時のみならず日常の生活におい

て、障がいのある方が安心して暮らすことができる福祉コミュニテ

ィの構築に努めます。  

 

 

エ  地域生活を送る上で、福祉分野に加え、保健医療や就労などの分野

にまたがって支援を必要とする方も増えてきています。  

  今後は、専門人材の確保が困難になることで、対象者ごとに公的支

援の提供機関を安定的に運営することが難しくなる可能性がありま

す。  

  地域における多様な支援ニーズに的確に対応していくためには、

公的支援が個人の抱える個人課題に対応するだけでなく、個人や世

帯が抱える様々な課題に包括的に対応していくこと、また地域の実

情に応じて、高齢・障がいといった分野をまたがって総合的に支援を

提供しやすくすることが必要となります。  

 

 

《対応方向》  

地域共生社会を目指して  

人と人とのつながりにおいて、お互いが配慮し存在を認め合い、時

に支えあうように、人と人とのつながりの再構築に努めます。  

そのために、自分の暮らす地域をより良くしたいという地域住民

の主体性に基づいて『他人事』ではなく『我が事』として行われるよ

う、地域づくりに取り組みます。  

市民が生活における楽しみや生きがいを見出す機会を提供するこ

とができ、働きながら地域づくりに参画しやすい環境づくりに努め

ます。  

 

～バリアフリー推進事業の主な事業内容～  

 ・成年後見制度の推進事業  

 ・精神保健福祉講座の開催  

 ・自立支援協議会権利擁護部会の開催  

・あいサポート運動の推進  


